




2022年 8月 21日勉強会資料 

数字で見る横須賀港(他港との比較) 

横須賀市議会議員 小林伸行 

●世界の港ランキング 2020(コンテナ取扱個数) 

順位 港湾名 国/地域 取扱貨物量(万 TEU) 備考 

1 上海 中国 4,350  

2 シンガポール シンガポール 3,687  

3 寧波-舟山 中国 2,873  

4 深圳 中国 2,655  

5 広州 中国 2,319  

39 東京  475 順位は 2019年 

61 横浜  266 順位は 2019年 

67 神戸  265 順位は 2019年 

― 横須賀  0  

出典：国土交通省「世界の港湾別コンテナ取扱個数ランキング」 

 

●日本の取扱貨物量ランキング 2019 

順位 港湾名 都道府県 取扱貨物量(万 t) 備考 

1 名古屋 愛知県 19,444  

2 千葉 千葉県 14,001  

3 横浜 神奈川県 11,062  

4 苫小牧 北海道 10,729  

5 北九州 福岡県 9,860  

6 神戸 兵庫県 9,401  

7 東京 東京都 8,781  

60 横須賀 神奈川県 904  

出典：国土交通省「港湾取扱貨物量ランキング(2019年 上位 200港)」 

 

●日本の入港船舶数ランキング 2019 

・横須賀 入港船舶隻数 61位(外航では 90位)／入港船舶総トン数 35位(外航では 79位) 

出典：国土交通省「入港船舶数ランキング（2019年上位 100港）」 

 

●日本の貿易額ランキング 2020 

・横須賀 52位(総貿易額 1,775億円、輸出額 1,032億円、輸入額 744億円) 

出典：国土交通省「港湾別貿易額ランキング（2020年）」 

●日本の港湾空間ランキング 2021 

・横須賀 水域 28位(5,525ha)／陸域 50位(283ha) 

出典：国土交通省「港湾空間の規模ランキング(港湾区域・臨港地区)」 

以上 
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横須賀港の関係データ 

横須賀市議会議員 小林伸行 

 

出典：各年度の横須賀市「港湾統計」および平成 17年度版「港湾計画 資料編」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横須賀市「港湾統計」(令和 2年度)および「一般会計決算説明資料」(令和 3年 9月定例議会) 

万 t 

万 t 万 t 

   ・ 

平成 5年度版港湾計画の想定 
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新港第二ふ頭の関係データ 

横須賀市議会議員 小林伸行 

●東京九州フェリーは、今後も残るのか？ 

●スバルの自動車輸出は、今後も続けてもらえるのか？ 

＊貨物(乗車率)：実績／(乗車台数 184台×航海日) 

＊人員(乗船率)：実績／(定員 269人×航海日) 

※採算ラインは 70%と言われる(2022 年 3月 10日港湾企画課長の答弁より) 

※「貨物の乗車率は、業界では台数より面積が重要。同フェリーは乗用車が多い 

 ことから、実際には 2022年 3月は 53%ではなく 39%と見るべき」との指摘も。 

(株)ＳＵＢＡＲＵの輸出港 

・川崎港  東扇島ふ頭(以前からの主力) 

・横浜港  大黒ふ頭(横須賀港より前から) 

・横須賀港 新港ふ頭(2010 年 12月から本格利用) 

・茨城港  常陸那珂港区(2016 年 11月～) 

・千葉港  (?) 

常陸那珂港の影響？ 

フェリーとコロナの影響？ 

出典：横須賀市「令和４年度会派勉強会資料」建設部港湾担当分より 

出典：各年度の横須賀市「港湾統計」 
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第二ふ頭をめぐる経緯 

横須賀市議会議員 小林伸行 

1967年  初版「港湾計画」策定 

1993年  横山市長が 2200億円の巨大埋立構想「ポートフロンティア計画」に着手 

1993年  呉東弁護士や一柳市議ら市民が非公開プロセスに抗議し裁判所に調停申立 

1993年  「ポートフロンティア計画」を盛り込んだ平成 5年度版「港湾計画」発表 

1993年  沢田市長が当選 

  バブル崩壊による地価下落もあり、「ポートフロンティア計画」は停滞 

1997年  沢田市長が「今後、新たな東京湾埋立はしない」と議会答弁し計画を凍結 

2005年  平成 17年度版「港湾計画」を策定。開発型から環境重視の方向性に転換 

2015年  平成 27年度版「港湾計画」を策定。前回方針を基本的には踏襲 

2017年  上地市長が当選 

2018年 8月頃 久里浜地区へのフェリー誘致を模索 

2018年 9月頃 「久里浜では無理なので新港にフェリー誘致」と市議会議員に情報提供 

2018年 12月 SHKライングループ・横須賀市・北九州市の連携で、横須賀～新門司間の 

  フェリー就航を検討すると共同発表 

2019年 4月 東京九州フェリー株式会社が設立 

2019年 9月 新日本海フェリー(株)が 2隻のフェリー(はまゆう・それいゆ)建造を発注 

2019年 9月 市が就航を見込んだ「新港ふ頭利用計画案」を横須賀港運協会に提示 

2019年 9月 横須賀港運協会がフェリー就航に反対を表明 

2020年 2月 市が説明会を開催。同日に市と横須賀港運協会による協議会が発足 

2020年 8月 横須賀港運協会がフェリー就航見直しと工事差止めの要望書を市に提出 

2020年 9月 フェリー旅客ターミナルのインフラ整備費の補正予算を市議会が可決 

2020年 9月 近隣住民が説明会開催を市に要望 

2020年 10月 スバル車輸出を請負う会社が従来通りの新港利用を不許可とした市を提訴 

2021年 5月 全国港湾労働組合連合会がフェリー就航で雇用が失われるとし市に申入れ 

2021年 6月 上地市長が再選 

2021年 7月 東京九州フェリーが就航 

2021年 10月 国の仲介もあり、横須賀港運協会と市が基本合意を交わす。その中で、 

  「新たなふ頭(第 2突堤)整備に向けた準備」を市が行うことと明記 

2022年 3月 「横須賀港長期構想」を発表。第二ふ頭整備が記載される 

2022年 3月 市議会でよこすか未来会議の代表質問で、第二ふ頭の採算性について質問 

2022年 6月 市議会で小林が質問し、費用便益分析の実施と情報公開について言質とる 

*出典： 

 神奈川新聞 

 一柳洋(2008)『よみがえれ東京湾』pp.58-68、株式会社ウェイツ 

 横須賀港運協会ホームページ 


